
平成３０年度人事行政の運営等の状況の公表 

 

 七戸町の人事行政の運営等の状況について、七戸町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平

成２５年条例第１０号）第４条の規定に基づき、次のとおり公表する。 

 

  令和元年６月２８日 

 

 

  七戸町長  小 又   勉 
 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

(1) 職員の採用の状況（平成30年度）                （単位：人） 

区   分 大学卒 短大卒 高校卒 計 

一 般 行 政 職 4 0 2 6 

医   療   職 0 0 0 0 

単   労   職 0 0 0 0 

 

(2) 職員の退職の状況（平成30年度）                          （単位：人） 

区   分 
自己 

都合 

定年 

退職 

分限 

退職 

懲戒 

免職 

死亡 

退職 
その他 計 

一 般 行 政 職 1 11 0 1 0 0 13 

医   療   職 0 0 0 0 0 0 0 

単   労   職 0 0 0 0 0 0 0 

 

(3) 職員数の状況（各年4月1日現在）                          （単位：人） 

区   分 
職員数 対前年

増減数 
備  考 

29年度 30年度 

普 通 会 計 

部   門 

一

般

行

政

部  

門 

議  会 3 3 0  

総  務 47 44 △3 人事配置の見直し 

税  務 11 11 0  

労  働 0 0 0  

農林水産 18 18 0  

商  工 9 8 △1 人事配置の見直し 

土  木 10 10 0  

民  生 12 11 △1 人事配置の見直し 

衛  生 17 17 0  

特別行政部門（教育） 29 25 △4 人事配置の見直し 

公営企業等

会 計 部 門 

水  道 5 5 0  

下 水 道 3 3 0  

そ の 他 9 10 1 人事配置の見直し 

合   計 173 165 △8  



２ 職員の人事評価の状況 

 

（1） 人事評価の概要 

     平成26年の地方公務員法改正により、平成28年度から人事評価制度を実施することとなりました。町で

は、職員が割り当てられた職務を遂行した業績及びその職務の遂行上見られた能力・態度等について客観的

に評価し、業績や能力に応じた処遇を行い、人材の育成・活用を図りたいことから、年1回の職務業績評価

及び能力評価を実施しています。 

 

 

３ 職員の給与の状況 

 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区  分 
住民基本台帳人口 
(平成30年1月1日) 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ/Ａ 

前年度の 

人件費率 

平成29年度 
      人 

16,044 

千円 

10,016,134 

千円 

106,585 

千円 

1,353,349 

％ 

13.51 

％ 

12.77 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区  分 
職員数 

Ａ 
給     与     費 一人当たり給与費 

Ｂ/Ａ 
給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

平成29年度 
    人 

156 

千円 

580,894 

千円 

61,856 

千円 

211,161 

千円 

853,911 

千円 

5,474 

 

(3) 一般行政職平均給料月額等（平成30年4月1日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

七戸町 39.3歳  301,423円  323,080円  325,793円  

青森県 42.9歳  319,300円  382,088円  349,384円  

国 41.7歳  306,891円  410,940円  -  円  

（注）１ 「平均給料月額」とは、30年4月1日現在における職員の基本給の平均である。 

   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの額を合計

したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、「平均給与月額（国

ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当等が含まれていないことから、比較のため国家

公務員と同じベースで再計算したものである。 

 

(4) 初任給の状況（平成30年4月1日現在） 

区   分 七 戸 町 青 森 県 国 

一般行政職 
大学卒 179,200円  179,200円  179,200円  

高校卒 147,100円  147,100円  147,100円  

 

(5) 経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在） 

区   分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大学卒 288,400円 359,300円 373,400円 390,700円 

高校卒 230,300円 337,800円 362,100円 387,000円 

 



(6) 一般行政職の級別職員数の状況（平成30年4月1日現在） 

区 分 職務 職員数 構成比 

1級 定型的な業務を行うもので規則で定めるものの職務 
人 

30 

％ 

22.4 

2級 
高度の知識又は経験を必要とする業務を行うもので規則で定める

職務 

人 

18 

％ 

13.4 

3級 
高度の知識経験を必要とし、困難な専門的業務を行うもので規則

で定める職務 

人 

15 

％ 

11.2 

4級 
高度の知識経験を必要とし、特に困難な専門的業務を行うもので

規則で定める職務 

人 

51 

％ 

38.1 

5級 課長及び困難な業務を処理するもので規則で定める職務 
人 

16 

％ 

11.9 

6級 参事及び総括的な業務を処理するもので規則で定める職務 
人 

4 

％ 

3.0 

 

(7) 職員に対する手当の状況 

 ① 期末・勤勉手当 

区 分 29年度支給割合 加算措置の状況 

1人当たりの

平均支給額

（29年度） 

七戸町 
期末手当     勤勉手当 

 2.50 月分    1.70 月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算（5％～15％） 
1,365千円 

青森県 
期末手当     勤勉手当 

 2.50 月分    1.70 月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算（5％～20％） 

管理職加算（10％～25％） 
1,606千円 

国 
期末手当     勤勉手当 

 2.60 月分    1.80 月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算（5％～20％） 

管理職加算（10％～25％） 
－ 

 

 ② 退職手当（平成30年4月1日現在） 

区分 
七戸町 国 

自己都合退職 勧奨・定年退職 自己都合退職 勧奨・定年退職 

支給割合 

勤続20年 20.445月分 25.55625月分 20.445月分 25.55625月分 

勤続25年 29.145月分 34.5825月分 29.145月分 34.5825月分 

勤続35年 41.325月分 49.59月分 41.325月分 49.59月分 

最高限度額 49.590月分 49.59月分 49.590月分 49.59月分 

その他の加算措置 
定年前早期退職加算措置 

（2％～45％加算） 

定年前早期退職加算措置 

（2％～45％加算） 

1人当たり平均支給額 11,796千円  

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、29年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 



③ 時間外勤務手当 

区   分 平成29年度 平成28年度 

支給実績 16,229千円 20,456千円 

1人当たり平均支給額 99千円 141千円 

 

④ その他の手当（平成30年4月1日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 
支給実績 

(29年度決算) 

支給職員1人当たり 

平均支給年額 

（29年度決算） 

扶養手当 

・配偶者10,000円 

・扶養親族１人につき 

6,500円～10,000円 

※15歳から22歳1人につき

5,000円加算 

同  11,927千円 186,359円 

住居手当 借家・借間等 最高27,000円 同 
 

 
8,511千円 236,416円 

通勤手当 

・交通機関利用者（バス・電車等）

運賃相当額（最高支給額

55,000円） 

・交通用具利用（自転車・自家用

車等）2,000円～35,000円 

異 
距離区分が

異なる 
8,664千円 63,705円 

管理職手当 30,000円～40,000円 異 
31,700円～ 

139,300円 
6,960千円 348,000円 

管理職特別勤務手当 1回につき3,000円～6,000円 異 

1 回につき

最高 

12,000円 

0千円 0円 

寒冷地手当 

(11月～3月の月額) 

・世帯主 
 扶養親族のある職員 17,800円 

 扶養親族のない職員 10,200円 

・その他の職員 7,360円 

同  9,013千円 53,331円 

 

 (8) 特別職の報酬等の状況（平成30年4月1日現在） 

区     分 給料月額等 

給     料 
町   長 751,000円 

副 町 長 587,000円 

報     酬 

議   長 287,000円 

副 議 長 233,000円 

議   員 225,000円 

期 末 手 当 

町   長 （29度支給割合） 

3.00 月分 副 町 長 

議   長 
（29年度支給割合） 

3.00 月分 
副 議 長 

議   員 

退 職 手 当 
町   長 給料月額×在職月数×45.5/100 

任期毎 
副 町 長 給料月額×在職月数×26.5/100 

 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

(1) 職員の勤務時間 

1週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 週休日 

38時間45分 8：15 17：00 12：00～13：00 土曜日及び日曜日 

 

(2) 職員の年次有給休暇の取得状況（平成30年1月1日～平成30年12月31日） 

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率 

4,613.1日 1,532.5日 123人 12.5日 33.2％ 

（注）1 表中「全体総職員数」は、当該年の1月1日から12月31日までの全期間在職した町長部局に勤務する一般

職員とし、当該期間の途中に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由がある

職員並びに派遣職員を除く。 

 

 

５ 職員の休業に関する状況 

 

（1）育児休業等の取得状況（平成30年度中に新たに育児休業等を取得した職員の承認期間） 

  ア 育児休業承認期間                                  （単位：人） 

 

育児休業承認期間 

合計 
6月以下 

6月超え 

1年以下 

1年超え 

1年6月以下 

1年6月超え 

2年以下 

2年超え 

2年6月以下 
2年6月超え 

男性職員  1     1 

女性職員  1     1 

計 0 2 0 0 0 0 2 

 

  イ 部分休業承認期間                                  （単位：人） 

 

部分休業承認期間 

合計 
1年以下 

1年超え 

2年以下 

2年超え 

3年以下 

3年超え 

4年以下 

4年超え 

5年以下 
5年超え 

男性職員       0 

女性職員       0 

計 0 0 0 0 0 0 0 

 

1日の部分休業取得時間（平均） 

合計 
30分以下 

30分超え 

60分以下 

60分超え 

90分以下 
90分超え 

    0 

    0 

0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 



  ウ 育児短時間勤務承認期間                  （単位：人） 

 

育児短時間休業承認期間 

合計 
6月以下 

6月超え 

1年以下 

1年超え 

1年6月以下 

1年6月超え 

2年以下 

男性職員     0 

女性職員     0 

計 0 0 0 0 0 

 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

(1) 職員の分限処分の状況（平成30年度） 

処分事由 地方公務員法 降任 免職 休職 合計 

勤務実績が良くない場合 第28条第1項第1号 0 0  0 

心身の故障の場合 
第28条第1項第2号及び同条第2

項第1号 
0 0 0 0 

職に必要な適格性を欠く場合  0 0  0 

職制、定数の改廃、予算の減少により

廃職、過員を生じた場合 
 0 0  0 

刑事事件に関し起訴された場合    0 0 

条例で定める事由による場合    0 0 

地方公務員法第28条第4項により失職した者    0 

地方公務員法第28条第4項に基づく条例により失職しなかった者    0 

合   計 0 0 0 0 

 

(2) 職員の懲戒処分の状況（平成30年度） 

処分事由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 第29条第1項第1号 0 0 0 1 1 

職務上の義務に違反し、又は職務を怠

った場合 
第29条第1項第2号 0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非

行のあった場合 
第29条第1項第3号 0 0 0 0 0 

合   計 0 0 0 1 1 

 

 

７ 職員の服務の状況 

 

(1) 営利企業等の従事の許可の件数（平成30年度） 

区  分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事の許可申請 4 4 

 

 

 

 

 



８ 職員の退職管理の状況 

 

    地方公務員法の改正により、元職員が営利企業等へ再就職した場合、現役職員への働きかけの禁止、また、

地方公共団体では、退職管理の適性を確保するための所要の措置を講ずることが義務付けられました。 

    これを受けて、町でも規則を制定し、適正な退職管理の運用に努めています。 

 

（1）主な規制の内容 

  ア すべての再就職者 

     離職前5年間に在職していた執行機関の職員に対して、契約等事務について、離職後2年間、離職前の職

務に関する働きかけが禁止されます。 

  イ 在職中に自ら決定した契約・処分への働きかけ 

     アのほか、再就職者は在職中に自ら決定した契約・処分について、期限の定めなく、職務に関する働きか

けが禁止されます。 

９ 職員の研修の状況 

 

(1) 職員の研修の実施状況（平成30年度） 

区   分 受講者数 

青森県自治研修所 

新採用者研修 10人 

主事研修 9人 

主査研修 1人 

主幹研修 8人 

課長補佐研修 1人 

課長研修 1人 

その他 7人 

市町村職員中央研修所 9人 

 

 

10 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

(1) 職員の厚生制度の状況（平成30年度） 

区  分 内  容 受診及び参加者数 

健康診断等 

事業者健診 84人 

日帰りドック 72人 

脳ドック 18人 

研修等 

法令解釈システム利用研修会 40人 

メンタルヘルス研修会 63人 

マイナンバー研修会 人 

 

(2) 職員の公務災害補償の状況（平成30年度） 

区  分 受理件数 認定 不認定 請求中 

公務災害 1 1 0 0 

通勤災害 0 0 0 0 

 


